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　橋脚高さが高く自重の重い構造物では，P-Δ効果の影

響が大きくなることが予想される．しかしながら，基礎

的な水平振動のみを扱った１自由度モデル（以下，水平

１自由度モデルと呼ぶ．）では，重力による復元力の低下

を考慮したP-Δ効果による影響を扱った大変形解析を行

うことはできない．本研究では，P-Δ効果の影響を考慮

した設計法の確立が必要不可欠であると考え，大変形解

析を行うため，P-Δ効果を考慮した１自由度モデル（以

下，回転１自由度モデルと呼ぶ．）について非線形応答解

析を行い，各固有周期に対する塑性率の比率を求め，P-

Δ効果の抽出を試みた．
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　P-Δ効果を考慮した研究は数多く行われているが，そ

のほとんどが微小変形を扱ったものである．ここでは，

図-1(a)に示すような大変形を扱った回転１自由度厳密

モデル１）および図-1(b)に示すような微小変形を扱った

回転１自由度近似モデルについて検討し，運動方程式を

求めると各々次式で表される．
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　ここに，mは上部構造物の質量，ξは減衰定数，Tは固有
周期， ( )M φ は復元力モーメント，φは構造物の回転角，H
は橋脚高さ，gは重力加速度である．さらに，X は水平方
向，Y は鉛直方向の入力地震動加速度であり，地震動の
水平成分に加え，鉛直成分を考慮できることが，ここで

用いる回転１自由度モデルの特徴である．回転１自由度

モデルの非線形復元力特性は，モデルの回転軸で生じる

塑性ヒンジを想定した回転バネによって評価するものと

し，復元力モーメントと回転角の関係は，完全弾塑性モ

デルで表されるものとする．

(a)回転１自由度厳密モデル 　(b)回転１自由度近似モデル

図-1　回転１自由度モデル

３．３．３．３．３．数値解析結果数値解析結果数値解析結果数値解析結果数値解析結果

　非線形応答解析においては，微小時間 0.001sect∆ = ，

減衰定数 5%ξ = ，橋脚高さ 15H m= とし，構造物の降伏

震度は5ケース（0.1，0.2，0.4，0.5，1.0）について検

討した．入力地震動としては，神戸海洋気象台，日野お

よびエルセントロの観測地震記録のNS成分（水平）・UD

成分（上下）を用いた．なお，水平１自由度モデルの非

線形復元力特性についても比較のため，完全弾塑性モデ

ルで表されるものとした．

図-2は回転１自由度モデルの塑性率を計算し，水平１

自由度モデルの塑性率との比率をとったものである．鉛

直地震動を考慮した場合の回転１自由度厳密モデルの降

伏震度0.2における解析結果に着目し固有周期と塑性率

の比率の最大値を示すと，それぞれ0.47秒で 2.12倍，

1.21秒で1.31倍，0.72秒で1.32倍となっている．鉛直

地震動を考慮しなかったモデルにおいては，全周期帯に

おいて鉛直地震動を考慮したものと比べ，塑性率の比率

は小さくなった.具体的に，塑性率の比率が最大値とな

る固有周期において最大変位を比較してみると，その差

は各モデル共に約10%の減少であった．また，今回入力

地震動として用いた各観測記録においては，回転１自由

度厳密モデルと近似モデルとの解析結果の間に大きな差

は生じなかった．
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(d)回転１自由度近似モデル（鉛直地震動無）
図-2　降伏震度による塑性率の比率

(a)回転１自由度厳密モデル

(b)回転１自由度近似モデル

(c)回転１自由度厳密モデル（鉛直地震動無）
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　神戸海洋気象台，日野およびエルセントロの観測地

震記録の水平・上下動成分を回転１自由度モデルの入

力地震動として塑性率を算出することにより得られた

結果を以下にまとめる．

(1)回転１自由度モデルにおいては塑性率の比率が最大

2.13倍となり，構造物の破壊過程にP-Δ効果が影響を

与えていることがわかった．　

(2)今回入力した観測地震記録において塑性率の比率

は，鉛直地震動を加味しない場合，全周期帯において

小さくなった.
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　今後は，大変形を考慮した回転１自由度モデルにお

いて具体的にP-Δ効果を抽出し，構造物の破壊過程に

それがどの程度影響を与えているのかを詳細に検討し

ていく予定である．
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